
　平成２９年６月の『水防法』や『土砂
災害防止法』の改正により、要配慮者
利用施設（老人ホーム、障がい者福祉
施設、学校、保育施設など）の避難確保
計画の作成及び避難訓練の実施が
義務化されています。
【川島】昨年に引き続き確認させて頂き
ます。要配慮者使用施設の取組状況と
対応が遅れている事業者への支援や
指導強化が必要です。取組状況は？

【理事者】本市における要配慮者利用施設には、高齢者施設、障害
児・者施設、児童施設、学校及び医療施設があり、避難確保計画の
提出の対象は、合計2,222施設。避難確保計画の提出数は、昨年の
1,061施設から1,764施設に
増加。また、避難確保計画に基づく
訓練の実施状況は昨年の483
施設から872施設に増加。関係局
において指導監査や講習会等に
より、計画未作成の施設に対して
指導、助言等を行っている。

【理事者】災害時高齢者・障害者施設等情報共有シス
テム「通称 E-Welfiss（イー ウェルフィス）」は、導入に
向けて最終的な調整を進めている。
　高齢者・障害者入所施設等の被災状況や支援要
請、二次避難所の開設状況や受入可能人数等を迅速
に把握し、必要な支援体制や連携体制の構築に活用
する。併せて、市や区との庁内間、各施設間及び関係団
体間での円滑な情報共有を担う。
　現時点では入所施設を中心に約100施設との接続を
見込んでいる。7月下旬に福祉調整本部の立上げと連動
した訓練を実施予定。9月4日開催予定の総合防災訓練
や区各施設との間で、通信訓練を実施する予定。

【川島】災害時の福祉関連施設との情報共有の在り方
については、これまで継
続して、ＩＣＴ化を含め
強化を求めてまいりま
した。ようやく、デジタル
化の流れと共に具体的
にカタチになってまいり
ました。今後は、訓練を
通し、充実を図って頂き
たい。引き続き、取組を
注視して参りたい。
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【井田2丁目】階段手摺設置 【中原小学校前】歩道橋前の安全対策 【井田杉山町】進入防止策設置

●現場の声がカタチになりました。

【川島】野良猫や地域猫の不妊・去勢手術に
ご協力頂いている個人の費用負担が大きす
ぎる。補助額の増額と飼い猫との区別も必
要。また、アニマモール（動物愛護センター／
中原区平間）における無料不妊・去勢手術は
個人に対する条件緩和、頭数や回数の拡充
が必要。

　6月16日、公明党川崎市議団は代表質問を行い、コロナ禍における
原油価格・物価高騰対策で学校給食費の値上げ抑制や幼保現場や介護
施設等における物価高騰対策を求めました。
　川島議員は、健康医療施策を担当し、「健康寿命の延伸」や「HPVワク
チン接種」をテーマに提言を行いました。
　一般質問では4つのテーマを質疑。①川崎市学習支援・居場所づくり事
業のデジタル化に伴う学習支援のICT環境の整備や新たな取組に対する
支援を求めました。②所有者不明猫対策と地域猫活動について
③要配慮者利用施設の防災対策については主に下記内容の質疑
を行いました。インターネット中継録画映像でも、ご確認できます。

動物愛護 地域猫や所有者不明猫の「不妊・去勢手術」補助額増額を！

【理事者】不妊・去勢手術は、猫の適正飼養や
地域猫活動を推進する上で大変重要な取組。
今後も、動物愛護センターで行う手術と
補助金制度のそれぞれが果たす役割や
あり方について検証し、必要
な予算の確保に向けて取り
組む。

防災・減災 福祉関連施設に災害時情報共有システムの導入が実現！

令和4年第3回定例会（6月6日～6月29日）報告

高齢・障がい者 要配慮者利用施設の避難確保計画作成や避難訓練実施を推進！
昨年の提言実り、取組の成果が顕著。計画提出は3割増！

【川島】放課後等デイサービス事業所の避難確
保計画提出状況と業務継続計画（BCP）の作成
状況は？
【理事者】令和3年12月1日時点の区別の事業
所数は、川崎区28、幸区19、中原区32、高津区
23、宮前区23、多摩区18、麻生区15、計158
か所。ハザードマップ区域に該当し、作成義務の
ある131事業所中、79施設が提出済み。
【川島】有事の場合、学校や保護者との連携が
大変重要になる施設。連絡体制や備蓄状況は？

子育て 放課後等デイサービス事業所の防災対策支援を推進！

【理事者】保護者や学校との連携、備蓄に関して、業務継続計
画の中に、緊急連絡先や連絡手段の記載、関係機関との連携
に関する対応、飲料水や食料品等の備蓄品のリストを盛り込
むことになっており、集団指導講習会等により指導している。
【川島】避難確保計画は、対象施
設の約8割が作成済みの中、放課
後等デイサービス事業所について
は、約6割の提出率と低い。他の
施設同様、作成できない課題を
把握し、支援の強化が必要。


